大阪府障がい児安全安心対策支援事業補助金交付要綱

（趣旨）
第１条　府は、子どもの安全を守るための万全の対策を講じるとともに、子どもを預けている保護者の不安解消を図ることを目的とし、当該対策を行う児童発達支援センター及び児童発達支援事業所を支援するため、障害児安全安心対策事業実施要綱（令和６年３月２９日付けこ支障第７３号こども家庭庁支援局長通知別紙。以下「国実施要綱」という。）に基づき、児童発達支援センター及び児童発達支援事業所が、ICT を活用した子どもの見守りサービス等の機器の導入や安全対策に資する適切な登降園管理を行うための登降園管理システムの導入のために必要となる経費に対し、国庫補助を活用し、府予算の範囲内において補助金を交付するものとし、その交付については、大阪府補助金交付規則（昭和４５年大阪府規則第８５号。以下「規則」という。）に規定するもののほか、この要綱に定めるところによる。

（補助事業等）
第２条　補助金の補助事業、補助対象事業所等、対象経費及び補助額は別記のとおりとする。

（補助金の交付申請）
第３条　規則第４条第１項の規定による申請は、次に掲げる書類を知事が定める日までに提出することにより行わなければならない。
　（１）大阪府障がい児安全安心対策支援事業補助金交付申請書（様式第１号）
　（２）その他知事が必要と認める書類

（経費等の内容変更等）
第４条　規則第６条第１項第１号及び第２号の知事の定める軽微な変更は、補助対象経費の総額に対して２０％以内の増減を伴う経費の配分又は事業内容の変更とする。

（交付の条件）
第５条　規則第６条第２項の規定により付する条件は、次に掲げるとおりとする。
（１）補助事業により取得し、又は効用の増加した価格が単価３０万円以上の機械、器具及びその他の財産（以下「補助事業により取得等した財産」という。）については、知事が定める期間（補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年政令第２５５号）第１４条第１項第２号の規定に基づき定められた「補助事業等により取得し、又は効用の増加した財産の処分制限期間」（平成２０年厚生労働省告示第３８４号）による期間をいう｡以下同じ。)を経過するまで知事の承認を受けないで、この補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、取り壊し、又は廃棄しないこと。
（２）規則第１９条の規定により知事の承認を受けて財産を処分することにより収入があった場合には、その収入の全部又は一部を大阪府に納付させることがある。
（３）補助事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業完了後においても、善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運用を図ること。
（４）補助事業完了後に、消費税及び地方消費税の申告によりこの補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合は、大阪府障がい児安全安心対策支援事業補助金消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書（様式第２号）により速やかに知事に報告すること。なお、知事に報告があった結果、補助金に係る仕入控除税額があることが確定した場合には、当該仕入控除税額を大阪府に納付すること。
（５）補助事業者は、補助金と補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入及び支出について証拠書類を整理し、かつ、当該帳簿及び証拠書類を補助事業完了の日（事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、その承認を受けた日）の属する年度の終了後５年間保管しておかなければならない。
（６）知事は、補助事業者が規則第５条の規定による補助金の交付決定の前に行った事業に要する経費についても、適正と認められる場合には、補助金の対象とすることができる。

（変更交付の申請）
第６条　この補助金の交付決定後の事情の変更により、申請の内容を変更して交付申請等を行う場合には、あらかじめ知事と協議の上、第３条の規定に準じて、速やかに行うものとする。

（申請の取下げ）
第７条　補助金の交付の申請をした者は、規則第７条の規定による通知を受け取った日から起算して１０日以内に限り当該申請書を取り下げることができる。
２　前項の規定による取下げがあったときは、当該申請に係る補助金の交付の決定は、なかったものとみなす。

（実績報告）
第８条　規則第１２条の規定による実績報告は、大阪府障がい児安全安心対策支援事業補助金交付に係る実績報告書（様式第３号）（以下「実績報告書」という。）を、知事が定める日までに提出しなければならない。

（補助金の額の確定等）
第９条　知事は、前条の実績報告書の提出を受けた場合は、当該報告書等を審査し、必要に応じて調査等を行い、その報告に係る補助金の交付の実施結果が、交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めたときは、規則第１３条の規定により補助金の額を確定し、補助事業者へ通知するものとする。

（補助金の交付）
第１０条　知事は、前条の規定による補助金の額の確定後、当該補助金を交付する。

（立入調査）
第１１条　知事は、補助金に係る予算の執行の適正を期するために必要があると認められるときは、補助金の交付決定を受けた事業者に対して、必要な事項を報告させ、又は、本府職員にその事務所等に立ち入り、帳簿書類その他の物件を検査させ、若しくは関係者に質問させることができる。

（補助金の返還等）
第１２条　補助金の交付を受けた補助事業者が、次の（１）から（４）のいずれかに該当するときは、補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消し、期限を定めて当該取り消しに係る部分の補助金の返還を命ずることがある。
　（１）補助金の交付決定にあたり、規則第６条第２項の規定により知事が付した条件を順守
しなかったとき
（２）正当な理由なく補助金の検査等を拒否したとき
（３）補助に関する帳簿、証拠書類、台帳の不備があったとき
（４）虚偽の申請その他の不正な方法によって補助金の交付を受けたことが明らかになった
とき

（他の補助金等との重複の禁止）
第１３条　補助事業者は、この補助事業により補助金の交付を受けた対象経費について、他の補助事業等から重複して補助金等の交付を受けてはならない。

（その他）
第１４条　この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、知事が別途定める。


附　則
（施行期日）
１　この要綱は、令和５年３月２２日から施行し、令和４年９月５日から適用する。
２　この要綱は、令和５年９月５日から施行し、令和４年９月５日から適用する。
３　この要綱は、令和６年１０月１６日から施行し、令和６年４月１日から適用する。
４　この要綱は、令和７年８月２７日から施行し、令和７年４月１日から適用する。




























別記
補助事業、補助対象事業所等、対象経費及び補助額等
１．補助事業 
　　子どもの安全対策を講じるため、次に掲げる（１）及び（２）の事業を実施する際、備品購入等の費用に係る補助を行う。
（１）ICTを活用した子どもの見守り支援事業
　　　ICTを活用した子どもの見守りサービス等の安全対策に資する機器等を導入すること。

（２）登降園管理システム支援事業
　 　 適切な登降園管理を行うための登降園管理システムを導入すること。

２．補助対象経費
１の（１）及び（２）の各事業を実施するために必要な装置・機器の購入費（装置・機器の運搬費、装置・機器の設置・据え付け費、工事費を含む）、負担金

３. 補助額 
補助事業ごとの交付額の算定方法は以下のとおりとする。
（１）１の（１）の事業
       １施設又は事業所ごとに、別表１の第２欄に定める基準額と第３欄に定める対象経費の実支出額から寄付金その他の収入額を控除した額とを比較して少ない方の額に第４欄に定める補助率を乗じて得た額とする。ただし、補助率を乗じた額に１,０００円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てるものとする。
　 
　(２) １の（２）の事業
　　１施設又は事業所ごとに、別表２の第２欄に定める基準額と第３欄に定める対象経費の実支出額から寄付金その他の収入額を控除した額とを比較して少ない方の額に第４欄に定める補助率を乗じて得た額とする。ただし、補助率を乗じた額に１,０００円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てるものとする。

４．留意事項
（１）対象施設については、府内の児童発達支援センター及び児童発達支援事業所とする。但し、所在地が政令指定都市及び中核市は除く。

（２）１の（1）の事業について、機器の使用対象となる児童の数以上に機器を購入する場合、及び機器の使用対象となる児童に対して複数の機器を購入する場合は本事業の対象外とする。

（３）１の（1）の事業の対象となる機器については、GPS やBluetooth Low Energy により子どもの位置情報を管理するなど、施設外活動時等の子どもの見守りに資する機器とする。






別表１
	１　事業名
	２ 基準額
	３　対象経費
	４ 補助率

	ICTを活用した子どもの見守り支援事業（別記１（１）の事業）

	１施設又は事業所あたり200千円

	ICTを活用した子どもの見守り支援事業を実施するために必要な装置・機器の購入費（装置・機器の運搬費、装置・機器の設置・据え付け費、工事費を含む）、負担金
	4/5




別表２
	１　事業名
	２ 基準額
	３　対象経費
	４ 補助率

	登降園管理システム支援事業（別記１（２）の事業）

	1 端末購入を行わない場合
1施設又は事業所あたり 200千円
2 端末購入を行う場合
1施設又は事業所あたり 700千円

	登降園管理システム支援事業を実施するために必要な装置・機器の購入費（装置・機器の運搬費、装置・機器の設置・据え付け費、工事費を含む）、負担金
	4/5



